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はじめに 

 

ＰＦＩ（「Private Finance Initiative」）は、1990年代に英国において行

財政改革を推進する過程で生まれた公共事業の実施手法であり、公共施設等

の整備等にあたって、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用すること

により、効率的で質の高い公共サービスの提供を図るものです。 

 

 わが国においては、本格的な少子・高齢社会が到来する中で国民が真に豊

かさを実感できる社会の実現に向けて、効率的かつ効果的に社会資本を整備

し、質の高い公共サービスを提供するために、また、非常に厳しい財政状況

において、財政の効率化を高めていくために、民間の資金、経営能力及び技

術的能力を活用し、財政資金の効率的な使用を図りつつ、官民の適切な役割

及び責任の分担の下に、公共施設等の整備等に関する事業の実施を民間事業

者に行わせることが適切なものについてはできる限り民間事業者に委ねるこ

とが求められていることから、平成11年に「民間資金等の活用による公共施

設等の整備等の促進に関する法律」（ＰＦＩ法）が制定されました。 

平成23年のＰＦＩ法改正において公共施設等運営事業の活用が可能になる

など法整備が進み、平成25年には「公共施設等運営権及び公共施設等運営事

業等に関するガイドライン」の公表や「ＰＰＰ／ＰＦＩの抜本改革に向けた

アクションプラン」が決定されました。 

こうした中、平成27年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本

方針2015」及び「日本再興戦略 改訂2015」において、ＰＰＰ／ＰＦＩにつ

いてより一層の推進を図る方向性が打ち出されています。 

 

 古くから発展してきた大阪市は、西日本の経済・文化・産業を牽引する大

都市として高度な都市機能を有しており、それらを支える基盤として、多種

多様な公共施設（市設建築物・インフラ施設）の整備に古くから取り組んで

きました。 

その多くは高度成長期に整備を進めたため、今後多くの施設が集中的に更

新時期を迎えるにあたって、施設の維持管理や建替えに必要な費用が増大す

ることが見込まれています。 

 

 こうした状況のもと、今後、少子高齢・人口減少社会において市税収入の

増が見込めない中、行政における限られた財源を有効に活用し、最適な公共

サービスを効率的かつ持続的に提供していくためには、本市がこれまで提供

してきた行政サービスのあり方を見直す「公共サービス改革」をより一層推



 

進していくことは、本市が喫緊に取り組むべき課題です。 

 

 すなわち、それぞれの行政サービスの事業手法について、従来の手法に囚

われることなく、公共の責任と負担の下に引き続き実施する必要性の有無、

民間に全部もしくは一部を委ねることによりサービスの質の維持向上や経費

の削減につながるか否かといった点をふまえた上で、行政による直営、ＰＰ

Ｐ（「Public Private Partnership」、官民連携）の活用、民営化、サービス

自体の廃止といったあらゆる選択肢の中から、どの提供主体及び提供手法が

最も望ましいのか検討することが求められています。 

 

 その中において、公共施設等の整備・運営等にあたって、民間の資金と創

意工夫を活用することにより、効率的で質の高い公共サービスの提供を目的

とするＰＦＩは、公共施設等の整備・運営等におけるサービス水準の維持と

財政健全化の両立を図る上で有効なＰＰＰ手法の一つです。 

 

 「大阪市ＰＦＩガイドライン」は、ＰＦＩ手法の検討及び適正かつ円滑な

導入に向けて、本市におけるＰＦＩ運用に関する体制や具体的な進め方、注

意点等を示すものです。 

 

 今後、本市における事業手法の検討にあたっては、効率的かつ効果的な公

共施設等の整備と公共サービスの提供を図るため、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法も含

めた中から最適な事業手法を選択するよう努め、ＰＦＩ手法を導入・実施す

る際には、本ガイドラインに沿って、必要な検討や手続きを進めていただき

たいと思います。 

 

 

平成28年３月 

 

 

（平成28年４月改訂版について） 

 組織変更によりＰＦＩ事業の推進に係る企画及び調整を所管する担当がＰ

ＦＩ担当から官民連携担当に変更されたことに伴い、担当名表記の修正を行

いました。 
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第１ ＰＦＩの概要 

 

１ ＰＦＩとは 

 

 ＰＦＩ(「Private Finance Initiative」)とは、公共施設等の設計・建

設・維持管理・運営等を、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して

効率的かつ効果的に実施し、市民サービスの向上やトータルコストの削減を

図る事業手法です。 

 わが国においては、平成11年に「民間資金等の活用による公共施設等の整

備等の促進に関する法律」（以下、「ＰＦＩ法」という。）が制定され、ＰＦ

Ｉ法に基づき「民間資金等活用事業推進委員会（ＰＦＩ推進委員会）」を設

置、同委員会の検討を経て平成12年３月にＰＦＩの理念とその実現のための

方法を示す「基本方針」が策定され、ＰＦＩの枠組みが設けられました。 

 

 また、ＰＰＰ（「Public Private Partnership」）とは、公共サービスの提

供において、何らかの形で民間が参画する手法を幅広くとらえた概念であり、

行政と民間が多種多様な形で連携して、それぞれ互いの強みを生かすことに

よって、最適な公共サービスの提供を実現し、地域の価値や住民満足度の最

大化を図るものです。ＰＦＩ手法はＰＰＰに含まれます（図表１-１）。 
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２ ＰＦＩの基本理念 

 

公共施設等の整備等に関する事業は、民間事業者に行わせることが適切な

ものについてはできる限り民間に委ねるべきこと、ＰＦＩ事業については

「官民のリスク分担」「民間のノウハウの発揮」などにより、低廉かつ良好

なサービスが国民に対して提供されることを旨として行われるべきことがＰ

ＦＩ法第３条に基本理念として定められており、その基本理念に基づいて、

政府が基本方針を定めることとなっています（ＰＦＩ法第４条）。 

基本理念の内容について、具体的には次のとおりです。 

 

① 民間の資金とノウハウの活用 

 

 ＰＦＩは、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用する手法であるた

め、公共の関与は最小限にとどめ、民間の創意工夫を積極的に導き出すよう

に努める必要があります。民間事業者の有する技術やノウハウが十分発揮さ

れるよう、求める公共サービスの質や量を要求水準書で示したアウトプット

仕様によって性能発注で調達します。 

 

② ＶＦＭの達成 

 

 ＰＦＩの基本にはＶＦＭ（「Value For Money」）という考え方があります。

ＶＦＭとは、支払いに対して最も価値の高いサービスを提供しようという考

え方で、実際にＰＦＩ事業として実施するかどうかについては、このＶＦＭ

があるかどうかの確認が必要となります。 

 具体的には、公共と民間とが提供するサービスが同一水準の場合は、事業

期間を通じた公的財政負担の少ない方を、また、公的財政負担が同一の場合

は、より質の高いサービスが提供できる手法を採用します。 

 ＶＦＭの評価は、従来型の手法により公共直営事業を行った場合の設計・

建設費から運営費（維持管理を含む）、リスク管理までの事業全体の予想コ

ストＰＳＣ（「Public Sector Comparator」）とＰＦＩ手法により事業を行っ

た場合の公的財政負担の予想コストＰＦＩ－ＬＣＣ（「Life Cycle Cost」）

を現在価値で比較して行います。 

 

③公共と民間のリスク分担の明確化 

 

 事業の実施にあたっては、需要の変動、社会情勢の変化や物価・金利の変
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動等の経済状況の変化、法令や税制等の制定・改廃、債務不履行、事故・天

災といったさまざまな予測できない事態により損失等が発生するおそれ（リ

スク）があります。 

 従来の手法では、基本的に公共がこれらリスクのほとんど全てを負います

が、ＰＦＩでは「リスクを最もよく管理することができるものが当該リスク

を負担する」という考え方が前提となります。したがって、想定できるリス

クをできる限り明らかにし、そのリスクを公共と民間のどちらが負担するか

を明確にした上で、その分担を協定や契約において明示する必要があります。 

 

 

《ＶＦＭの概念図》 

 

ＰＦＩにおける最も重要な考え方であるＶＦＭの概念を簡単に図に示すと、

次のとおりです（図表１-２）。 

 

  ＰＦＩでは、従来型の手法では発生しなかった民間事業者の利益や配当、

税金の負担が発生するほか、民間事業者が資金調達を行うことによる支払利

息の増加が見られます。一方、設計・建設費、運営費（維持管理を含む）の

面においては、一括発注や性能発注、民間の創意工夫による効率化によりコ

ストの縮減が期待されます。また、従来は公共が負担していたリスクの一部

を民間事業者に移転することによって、公共のリスクは減少し、適切なリス

ク管理が可能となることからもコストの縮減が期待されます。このリスク部

分については、国のガイドラインにもあるとおり、調整費（民間へ移転する

リスク）として算定し、ＰＳＣに加えることになります。 

 

ＶＦＭがある、すなわちＰＦＩ－ＬＣＣがＰＳＣを下回る場合は、公共が

サービスを直接提供するよりも民間に委ねた方が効率的ということであり、

ＰＦＩ導入を検討する可能性があるということになります。 
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※ＰＳＣ（「Public Sector Comparator」） 

 公共自らが実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額の現在価値 

※ＰＦＩ－ＬＣＣ（「Life Cycle Cost」） 

 ＰＦＩとして実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額の現在価値 

 

 

３ ＰＦＩの期待される効果 

 

  ＰＦＩ事業を行うことにより、おもに次のような効果が期待されます。 

 

  ①低廉かつ良質な公共サービスの提供 

 

   ＰＦＩでは、民間事業者の経営能力や技術的能力を活用できることに

加え、事業全体のリスク管理が効率的に行われることや、設計・建設・

維持管理・運営の全部または一部を一体的に扱うことにより効率化が図

られることで、コストの縮減や質の高いサービスの提供が期待されます。 

 

支払利息 

設計・建設費 

運営費 

（維持管理を含む） 

支払利息 

公共負担リスク 

（民間へ移転するリスク） 

設計・建設・運営費 

（維持管理を含む） 

利益・配当・税金 

公共負担リスク 

公
的
財
政
負
担
の
見
込
額 

ＰＳＣ ＰＦＩ－ＬＣＣ 

ＶＦＭ 

図表１-２ ＶＦＭの概念図 
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 ②事業の安定性の確保 

 

   ＰＦＩでは、事務遂行上での不確定要素を可能な限り予測して、官民

及び複数の民間事業者間におけるリスク分担及び役割分担を明確にする

ことによって、円滑な事業運営が確保されます。また、行政によるモニ

タリング（サービス提供の水準が行政の要求水準を満たしているかどう

かのチェック）が実施され、水準を下回る場合には行政から民間事業者

へ支払うサービス対価の減額が行われることなどにより、民間事業者に

は事業の安定性に努めるインセンティブが生まれます。 

 

 ③財政負担の平準化 

 

   ＰＦＩでは、一般的に民間事業者が資金を調達し、施設の設計・建

設・維持管理及び運営の全部（一部）を一体的に行います。公共は、民

間事業者のサービス開始後、協定・契約などによって期間全体にわたっ

てサービス提供の対価として支払うため、公共が自ら事業を実施した場

合に比べ、財政負担が後年度に平準化されます。 

 

 ④新たな官民のパートナーシップの形成 

 

   ＰＦＩは、これまで公共が行ってきた事業のうち、民間事業者に委ね

ることが適切なものについては、民間事業者の自主性や創意工夫を尊重

しつつ、民間事業者が実施することとなるため、官民の適切な役割分担

に基づく新たなパートナーシップの形成が期待されます。 

 

 ⑤民間の事業機会の創出 

 

   これまで公共が直接実施してきた事業を民間事業者に委ねることによ

って、民間事業者に新たな事業機会を創出することが期待されます。 
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４ ＰＦＩにおける５原則・３主義 

 

 国が定めた基本方針の中で、ＰＦＩの基本理念や期待される成果を実現す

るため、ＰＦＩ事業は次のような性格を持つことが求められています。 

 

 《ＰＦＩ事業の５つの原則》 

 

①「公共性原則」 

 公共性のある事業であること 

 

②「民間経営資源活用原則」 

 民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用すること 

 

③「効率性原則」 

 民間事業者の自主性と創意工夫を尊重することにより、効率的かつ効果的

に実施すること 

 

④「公平性原則」 

ＰＦＩ事業の選定及び民間事業者の選定において公平性が担保されること 

 

⑤「透明性原則」 

 ＰＦＩ事業の発案から終結に至る全過程を通じて透明性が確保されること 

 

 《ＰＦＩ事業における３つの主義》 

 

①「客観主義」 

 導入検討から事業終了まで全ての段階での評価決定について客観性がある

こと 

 

②「契約主義」 

 公共施設の管理者等とＰＦＩ事業者との間の合意について、明文により当

事者の役割及び責任分担等の契約内容を明確にすること 

 

③「独立主義」 

 事業を担う企業体は、その親会社に対して法人格上の独立性又は事業部門

における区分経理上の独立性を確保すること 
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５ ＰＦＩの対象施設 

 

 ＰＦＩの対象となる公共施設等は、ＰＦＩ法第２条において次のとおり定

められています（図表１-３）。 

 

 

 

 

公共施設 道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業

用水道等 

公用施設 庁舎、宿舎等 

公益的施設 賃貸住宅及び教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社

会福祉施設、更生保護施設、駐車場、地下街等 

その他の施設 情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル

施設（廃棄物処理施設を除く）、観光施設及び研究施設 

輸送施設及び

人工衛星 

船舶、航空機等の輸送施設及び人工衛星（これらの施設の運

行に必要な施設を含む） 

※これらの施設に準ずる施設として政令で定めるもの 

 

  

図表１-３ ＰＦＩの対象施設 

（ＰＦＩ法第２条第１項で定義されている公共施設等） 
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６ 一般的なＰＦＩの事業スキーム 

 

 ＰＦＩでは個々の事業の性質によってさまざまな事業スキームが考えられ

ますが、以下に一般的な例を提示します（図表１-４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※１）ＳＰＣ（Special Purpose Company）特別目的会社 

（※２）直接協定（ＤＡ：Direct Agreement）ＰＦＩが円滑に進まなくなった場合に 

金融機関が事業に介入する権利等について定める協定（52 ページ参照） 

 

【公共】 

・提供する公共サービスの内容や水準を確定し、事業の実施について決定し

ます。 

・具体的に事業を進めるための実施方針等を策定し、特定事業の選定を行い、

ＰＦＩを適用することを決定します。 

・入札等により事業者を選定し、事業を実施します。 

・事業開始後は、事業者が提供するサービス内容等を監視（モニタリング）

し、その結果に応じて、サービス対価を支払います。 

 

【ＰＦＩ事業者】 

・ＰＦＩ事業に応募しようとする企業は、複数の異業種企業とコンソーシア

ＰＦＩ 

事業契約 ＰＦＩ事業者 

（ＳＰＣ）(※１) 

金融機関 保険会社 設計事務所 

建設会社 

管理運営 

 会社 

その他 

投資家 

公   共 

ＰＦＩアドバイザー 
住民・利用者 

サービス提供 
支援 

直接協定 

（※２） 融資契約 保険契約 

設計・ 

工事契約 

維持管理・ 

運営契約 

出資等 

コンソーシアム 

（企業連合） 

図表１-４ 一般的なＰＦＩの事業スキーム 
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ム（企業連合）を組み、入札等に参加します。 

・事業者に選定されたコンソーシアムは、コンソーシアムに参加しているそ

れぞれの企業が出資してＰＦＩ事業を遂行するための「ＳＰＣ」を設立し、

公共とＰＦＩ事業契約を締結します。 

・ＳＰＣは、必要に応じてコンソーシアムに参加している企業やコンソーシ

アムに参加していないその他の企業と工事請負契約や維持管理・運営委託

契約などの個別契約を締結します。 

・事業を遂行し、契約等に従い、事業の実施状況等を公共に報告します。 

 

【金融機関】 

・ＳＰＣに融資等を行います。 

・ＳＰＣの破綻により事業遂行に支障が生じる場合への対応等を定めた直接

協定（52 ページ参照）を公共と締結します。 

 

【ＰＦＩアドバイザー】 

・公共に金融、法務、技術等に関する助言を行います。 

 

【保険会社】 

・ＳＰＣのリスクをカバーします。 

・例えば、計画段階においては「施工前事業関連賠償責任保険」、建設段階

においては「建設工事保険」「第三者賠償責任保険」、運営段階においては

「火災保険」「施設賠償保険」、共通では「履行保証保険」などの多くの保

険が付与される場合が考えられます。 
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【参考】資金調達について  

～プロジェクトファイナンスと官民連携によるインフラファンドの設立～ 

 

 ＰＦＩにおいては、基本的には民間事業者の裁量により自己資金（出資金）

や多様な民間資金の調達方法の中から、長期的な視点をふまえて最も有利な

資金調達を行いますが、おもに「プロジェクトファイナンス」という手法が

採用されるケースが多くなります。 

 プロジェクトファイナンスでは、原則として、①返済原資をその事業から

生み出される収益（キャッシュフロー）だけに限定し、②担保は当該事業に

関連する資産（契約上の権利含む）のみとするため、親会社が保証・担保提

供をすることはありません。 

 つまり、プロジェクトファイナンスには、事業主が従来全面的に負ってい

た事業に関するさまざまなリスクを、金融機関を含めた複数の関係者のうち

最も適切にリスクコントロールできるものが分担することでリスクの分散が

可能になるという機能があります。 

 

 

また、平成 25 年のＰＦＩ法の改正により、独立採算型等のＰＦＩ事業に対

し金融支援等を実施し、国の資金を呼び水としてインフラ事業への民間投資

を喚起し、財政負担の縮減や民間の事業機会の創出を図り、我が国の成長力

強化に寄与することを目的とした㈱民間資金等活用事業推進機構（官民連携

によるインフラファンド）が設立されました。これにより、これまでおもに

金融機関による融資と自己資金（出資）により行われてきた資金調達に対し、

新たな資金調達の手段が提供されることとなります。 

 プロジェクトファイナンス コーポレートファイナンス 

借入主体 ＳＰＣ（事業主体） 親会社（出資会社） 

返済原資 当該事業のキャッシュフロー 親会社の全ての利益 

ファイナンス上の

リスク分担 

事業主体と金融機関等との間

でリスク分担を行う 

（リスクが高い分、金利等の

ファイナンスコストは高くつ

く傾向） 

親会社が最終的に全て負担する 

（親会社が金融機関に対し保証を

差入れる） 

担保 当該事業の収益・資産・権利

等 

当該事業に関する収益・資産・権

利等に加え、親会社の資産に担保

を設定することが可能 

【プロジェクトファイナンスとコーポレートファイナンスとの比較】 
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７ 一般的なＰＦＩの事業形態 

  

ＰＦＩ事業は、公共部門の関与（事業費回収における公共からの支払い方

法）によって、一般的に次の３つの形態に区分されます（図表１-５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①サービス購入型 

ＰＦＩ事業者のコストが公共から支払われるサービス購入料により全額回収される 

公 共 
ＰＦＩ事業者 

（ＳＰＣ） 
住民・利用者 

サービス購入料 サービス提供 

②独立採算型 

ＰＦＩ事業者のコストはサービスの利用者（住民）からの直接的な対価の支払いに

より回収される。公共は施設の建設・運営の許認可の付与及び土地の賃借料減免等を

実施する 

公 共 
ＰＦＩ事業者 

（ＳＰＣ） 
住民・利用者 

許認可等 

サービス提供 

利用料金支払 

③ジョイントベンチャー（混合）型 

ＰＦＩ事業者のコストが公共から支払われるサービス購入料と、利用者（住民）か

の直接的な対価の支払いの双方により回収される 

公 共 
ＰＦＩ事業者 

（ＳＰＣ） 
住民・利用者 

サービス購入料 

サービス提供 

利用料金支払 

図表１-５ 一般的なＰＦＩの事業形態 
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【参考】公共施設等運営権について 

 

 公共施設等運営権は、利用料金の徴収を行う公共施設等について、当該施

設の運営を行う権利を民間事業者に設定するもので、平成 23 年のＰＦＩ法

改正により可能となりました（ＰＦＩ法第 16 条～第 30 条）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・利用料金の徴収を行う公共施設等について、利用料金の決定等も含め、Ｐ

ＦＩ事業者による自由度の高い事業運営が可能 

・ＰＦＩ事業者から対価を徴収することにより、施設収入の早期回収が可能 

・運営権を財産権と認めることにより、ＰＦＩ事業者は抵当権の設定等が可

能となり、資金調達が円滑化 

 

地方公共団体で公共施設等運営事業を行う場合は、実施方針に関する条例

の定めるところにより実施方針を策定する必要があり、実施方針策定前に議

会の議決が必要です。また、民間事業者の選定後、事業契約の締結の議決に

加え、運営権設定の議決や運営権の登録など、通常のＰＦＩ事業とは異なる

手続きが必要となります。また、公の施設の場合は、通常、指定管理者制度

を併用することが必要（※）です。 

 

 

（※）水道事業や下水道事業など、公共施設等によっては、関連する個別法における選定

事業者の行政処分についての解釈や規定により、指定管理者制度を併用する必要が

ないとされているものもあります。 

 

 

 

金融機関 

投資家 
抵当権設定 

融資・投資 

ＰＦＩ事業者 

（ＳＰＣ） 
公 共 

施設所有権 運 営 権 

住民・利用者 

サービス提供 

利用料金支払 

運営権設定 

対価支払 

【公共施設等運営権制度の一般的なスキーム】 
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８ ＰＦＩの事業方式 

 

 ＰＦＩ事業は、設計、建設、維持管理、運営といった事業実施過程におけ

る公共と民間との事業資産の所有形態などに着目すると、代表的な事業方式

は次のように分類されます（図表１-６）。 

 

 

 

類 型 内  容 

ＢＴＯ 

(Build Transfer  

Operate) 

①民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を「建設」 

②その後、施設の所有権を民間事業者から公共に「移転」 

③民間事業者が施設を「管理・運営」 

ＢＯＴ 

(Build Operate  

Transfer) 

①民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を「建設」 

②民間事業者が契約期間中「管理・運営」を行って資金回収 

③事業終了段階で、施設の所有権を民間事業者から公共に

「移転」 

ＢＯＯ 

(Build Own  

Operate) 

①民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を「建設」 

②民間事業者が施設を「保有」し続けたまま、「管理・運

営」 

③事業終了段階で、公共への施設の移転（譲渡）は行わず、

民間事業者が保有し続けるか、撤去する 

ＢＴ 

(Build Transfer) 

①民間事業者が自ら資金調達を行い、施設を「建設」 

②その後、施設の所有権を民間事業者から公共に「移転」 

ＲＯ 

(Rehabilitate  

Operate) 

①民間事業者が自ら資金調達を行い、既存施設の「改修・補

修」、「管理・運営」を一体的に行う 

ＲＯＴ 

(Rehabilitate 

Operate Transfer) 

①民間事業者が自ら資金調達を行い、既存施設を「改修・補

修」 

②民間事業者が契約期間中「管理・運営」を行って資金回収 

③事業終了段階で、民間事業者から公共に施設の所有権を

「移転」 

◎Build＝「建設」 ◎Transfer＝「移転」 ◎Operate＝「管理・運営」 

◎Own＝「保有」 ◎Rehabilitate＝「改修・補修」 

 

 

 

図表１-６ 代表的なＰＦＩの事業方式 
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【参考】ＤＢＯ（Design Build Operate） 

 

 ＰＦＩに類似した事業方式の一つとしてＤＢＯ方式という事業方式があり

ます。これは、設計・建設・維持管理・運営を民間に委託（一括発注・性能

発注）するという点ではＰＦＩと同様の事業方式ですが、資金調達を公共が

行う点、通常ＰＦＩは民設民営（個々の業務内容の発注者はＳＰＣ）で行わ

れるのに対し、ＤＢＯは公設公営（個々の業務内容の発注者は公共）である

点等が異なります。 

 

 

９ 従来の公共事業手法との比較 

 

 従来の公共事業手法とＰＦＩ手法には、おもに以下のような違いがありま  

す（図表１-７）。 

 

 

項 目 従来の公共事業手法 ＰＦＩ手法 

実施方法 

施設の設計・建設・維持管理・

運営を個別に公共が実施、また

は民間事業者に委託 

施設の設計・建設・維持管理・運

営を選定事業者（ＳＰＣ）が一体

的に長期に渡り実施 

発注方法 

仕様発注 

＝構造・材料などに関する詳細

な仕様書を公共が作成し、民間

に発注 

性能発注 

＝公共は、事業の性能（質や水

準）のみを指定し、民間は、提示

された性能を満たす事業を実施 

分離分割発注 

＝設計、建設、維持管理、運営

を分割して発注 

一括発注 

＝設計、建設、維持管理、運営を

ＳＰＣに一括して発注 

事業者選定方法 
原則、価格による入札 価格及び提案内容を加味し、総合

的に評価する 

リスク分担 

リスクが生じた際に、その都度

決定するが、基本的に公共側が

リスクを負う 

契約時にリスクを明確化して、公

共と民間の双方で分担する 

資金調達 

市債、補助金など、公共が資金

を調達する 

ＳＰＣがプロジェクトファイナン

スによる資金調達（公的補助を活

用・併用の場合もある）を行う 

 

図表１-７ 従来の公共事業手法とＰＦＩ手法との比較 



 

 

  - 15 - 

第２ 大阪市のＰＦＩ事業実施体制 

 

１ 事業担当部局と官民連携担当の役割分担 

 

ＰＦＩの導入検討や実施にあたっては、その事業を所管する事業担当部局

が主体となって進めますが、ＰＦＩ実施にあたっては、ＰＦＩ法等に基づい

た手順、ＰＦＩ特有の事業スキームや事業者選定方法などに関して、詳細な

知識が必要であり、ノウハウの蓄積・共有が有効です。本市におけるＰＦＩ

制度の適正かつ円滑な運用を図るため、市政改革室官民連携担当と事業担当

部局とが役割分担しながら、ＰＦＩ事業を適正かつ円滑に実施していきます。

事業担当部局と官民連携担当の役割分担は次のとおりです（図表２-１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業担当部局 市政改革室官民連携担当 

・事業の発案、関係部局との調整、意思決定

における手続き 

・民間事業者の提案に対する検討及び検討結

果の通知 

・アドバイザーの選定・委託 

・実施方針の策定、ＶＦＭの算定、特定事業

の選定、募集要項等の策定 

・個別のＰＦＩ事業に係る議会への説明、議

決に向けた手続き 

・入札の実施、契約の締結 

・必要情報の公表 

・情報公開請求（情報提供依頼）への対応 

・ＰＦＩの共通課題の検討 

・ＰＦＩ導入に向けた事業担当部局への検討

支援（啓発）及び検討状況の把握 

・「大阪市ＰＦＩガイドライン」の改正・周知 

・民間事業者の提案の受付（必要書類の確

認）、受理、事業担当部局への回付 

・ＰＦＩの共通課題に係る国等との調整など 

・外部有識者で構成されるＰＦＩ事業検討会議の運営 

事業担当部局 

ＰＦＩアドバイザー 

ＰＦＩ事業検討会議 
（外部有識者で構成） 

検討支援 

市政改革室 
官民連携担当 

関係部局（財政局、契約管財局(※)など 
事業推進上、相談や調整が必要な部局） 

委託 相談・調整 

図表２-１ 事業担当部局と官民連携担当の役割分担 

運営・説明 

意見提供 

運営 

支援・調整 

相談・調整 

（※）「大阪市契約規則」や「入札参加資格要件」に関することで、契約管財局への相談が 
必要な場合は、実施方針の作成前に済ませておくこと。 
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２ ＰＦＩ事業の検討体制 

 

 各事業へのＰＦＩ導入検討及び実施については官民連携担当が事業担当部

局を支援しながら、円滑な検討や導入を図ります。 

 

 ①事業担当部局においては、公共サービスとしての必要性や優先度、財政

負担等に留意しながら事業実施の検討・判断を行い、施設の整備を伴う

事業については、法的制約や民間がノウハウを発揮できるかなどＰＦＩ

を含めた官民連携のさまざまな事業手法を検討します。 

 

 ②官民連携担当は、ＰＦＩ事業手法の検討に資するよう、事業担当部局に

対してガイドラインの周知や研修を行うなどＰＦＩ事業の啓発や、相談

対応を行うなどＰＦＩ事業手法検討の支援を行います。 

 

 ③なお、本市における公共施設等の維持管理や更新等にあたっては、『大

阪市公共施設マネジメント基本方針』に基づき、効率的・効果的に進め

ていくことが全庁的に求められているため、市設建築物における取組み

の推進を担っている調整部局（都市整備局）及びインフラ部門の調整部

局（建設局）、総合政策部局（政策企画室）と官民連携担当との間で緊

密な連携を図りながら、方針の基本的な考え方の一つである「民間活力

の導入」の取組みを進めていきます（図表２-２）。 

   具体的には、「資産流動化プロジェクト施設チーム」の既存の取組み

である事業ごとに提出される「施設整備計画書」やインフラ施設の維持

管理にかかる個別施設計画に対しての照会などを通じて、ＰＦＩ検討状

況を把握します。 

 

  

図表２-２ 大阪市公共施設マネジメント基本方針の取組み体制と官民連携担当 

官民連携担当

(市政改革室) 

大阪市公共施設マネジメント基本方針 

市設建築物部門 

（資産流動化プロジェ
クト施設チーム（リー
ダー：都市整備局）） 

インフラ部門 

（建設局） 

総合政策部門 

（政策企画室） 

施設所管部局 施設所管部局 

取
組
み
の
推
進 

計
画
的
管
理
等 

の
実
行 

連携し、 
民間活力の導入
検討を支援 
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●民間事業者からの提案について 

  

民間事業者は、ＰＦＩ法第６条に基づき、公共施設等の管理者等に対して、

ＰＦＩ事業の提案をすることができます。 

 本市においては、市政改革室官民連携担当が提案を受け付け、必要な書類

が添えられているか確認した上で受理します。 

 

受理した提案は提案内容を担当する部局に回付し、担当部局において提案

について検討した上で、遅滞なく、その結果を提案者に通知します。検討に

相当の時間を要する場合は、結果を通知する時期の見込みを通知します。結

果を通知する際は（時期の見込みを通知する場合を含めて）官民連携担当に

も合わせて連絡します。 

ＰＦＩ手法で事業化可能と判断した場合には、市としての意思決定の手続

きを経て、「市としてＰＦＩ導入方針を決定」し、以下、通常の手続きに従

い進めていきます。 

 

  

民間事業者 

提案 

連絡 

官民連携担当 

回付 

担当部局 

提案内容をおもに下記の視点から検討 
ア 当該提案に係る公共施設等の整備等の必要性 
イ 提案の実現可能性 
ウ ＰＦＩ手法を活用することの妥当性 
エ 財政に及ぼす影響 
オ 他の手法による当該公共施設等の整備等の可能性 
カ その他（特段の事情がある場合、適宜考慮して検討を実施） 
なお、アの検討により整備等必要性がないと判断した場合において
は、その他の検討は不要（国のガイドラインより） 

（20ページ参照） 

下記の書類が添えられているかを確認 
（ＰＦＩ法第６条第１項） 

ア 特定事業の案 
 ・公共施設等の種類 
 ・公共施設等の設置に関する条件 
 ・公共施設等の概要 
 ・公共施設等の維持管理・運営業務の概要 
 ・想定する事業スキーム 
 ・事業スケジュール 
イ 当該特定事業の効果及び効率性に関する評

価の結果を示す書類 
ウ その他（内閣府令で定める書類） 

市としてＰＦＩ導入方針を決定 

事業化の 
可否 
（検討に 
時間を要 
する場合 
は時期の 
見込み） 
を通知 
 

市としての意思決定の手続き 

（副市長会議など） 
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３ 外部有識者で構成するＰＦＩ事業検討会議の開催 

 

 ＰＦＩ事業の実施にあたっては、実施方針の策定や特定事業の選定、民間

事業者の選定など、各段階において専門性や客観性を確保する必要があるた

め、本市においては、外部有識者で構成する「大阪市ＰＦＩ事業検討会議」

を開催します。会議の検討事項等、概要は以下のとおりです（図表２-３）。 

 なお、実施方針の策定や特定事業の選定、民間事業者の選定等各段階にお

ける意思決定の責任、説明責任はあくまで行政（管理者等）となることに留

意してください（国のガイドラインより）。 

 

開催 

根拠 
大阪市ＰＦＩ事業検討会議開催要綱 

委員 

次に掲げる事項に関する学識経験を有する者のうちから市長が委嘱 

（１）ＰＦＩ手法及びＰＦＩ事業に係る金融・法律実務に精通した学識

経験者 

※基本的に全ての事業について共通 

（２）ＰＦＩ事業の事業内容、建築及び設備の分野に精通した学識経験

者 

※事業毎に選定（専門委員） 

検討 

事項 

大阪市が実施するＰＦＩ事業に関し、次の事項についての意見を述べる 

（１）ＰＦＩ事業者の選定に関する事項 

   ア 事業者選定方式 

   イ 落札者決定基準 

   ウ 入札書等の内容 

   エ 優秀提案者の選定 

（２）その他ＰＦＩ事業推進に関し、次の事項についての意見を述べる 

   ア 実施方針 

   イ 入札説明書、契約書、仕様書 

   ウ 特定事業の選定（ＶＦＭの検証） 

事業者の選定方式として総合評価一般競争入札方式を採用する場合は、

地方自治法施行令第 167 条の 10 の２の規定に基づく学識経験者の意

見聴取手続を兼ねる 

事務局 

事業担当部局の参加のもと官民連携担当が行う 

（事業担当部局が委託したＰＦＩアドバイザー等は、事業担当部局を支

援する立場として会議に参加する） 

図表２-３ 大阪市ＰＦＩ事業検討会議 
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第３ ＰＦＩ事業実施プロセス 

 

 １ ＰＦＩ手法の手続きと従来型の手続きのフローの比較 

 

 ＰＦＩ手法の手続きと従来型の公共事業の手続きの一般的な流れを比較し

たものが次のとおりです（図表３-１）。 

 従来型の手続きでは、施設の設計・建設・維持管理・運営を分割して発注

しますが、ＰＦＩでは全部（一部）を一括して選定事業者に発注します。 

また、ＰＦＩにおいては、事業者を選定するにあたり、当該事業の『実施方

針の策定・公表』、ＰＦＩ事業として実施することにより効率的かつ効果的

に実施できることを基準に評価した上で、『特定事業の選定・公表』を行う

ことが法令等により定められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
手
続
き 

契約年度毎 

基
本
構
想 

基
本
計
画 

Ｐ
Ｆ
Ｉ
導
入
可
能
性
調
査 

 
実
施
方
針
の
策
定
・
公
表 

 

特
定
事
業
の
選
定
・
公
表 

  
 

事
前
資
格
審
査 

  
 

提
案
の
受
付 

  
 

 
 

審
査 

  
 

落
札
者
決
定 

  
 

契
約
の
締
結 

 

（
市
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
） 

 
 

 

施
設
整
備 

 

（
市
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
） 

 
 

 

管
理
運
営 

事
業
終
了 

図表３-１ ＰＦＩ手法の手続きと従来型の手続きの一般的なフロー 

入
札
公
告 

事業手法の 
検討 事業者の選定 事業の実施 

Ｑ
＆
Ａ
の
実
施 

Ｑ
＆
Ａ
の
実
施 

実施方針の策定・公表  

４～８ヶ月 

特定事業の選定・公表  

３～４ヶ月 

民間事業者の募集・選定  

６～８ヶ月 
契約等の締結  

３～６ヶ月 

ＰＦＩ導入 

可能性調査  

４～12 ヶ月 

事業内容の決定 事業の 
発案 

従
来
型
の
手
続
き 

基
本
構
想 

基
本
計
画 

入
札
公
告 

契 

約 

基
本
設
計 

入
札
公
告 

契 

約 

工 

事 

入
札
公
告 

管
理
運
営 

入
札
公
告 

契 

約 

実
施
設
計 

契 

約 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 
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２ ＰＦＩ実施のプロセス 

 

 本市においてＰＦＩを実施する場合、事業担当部局が主体的に取り組むこ

ととしており、その基本的なプロセスは次のとおりです（図表３-２）。 

 プロセスの各段階において必要となる手続きや作業等の詳細は、次の章の

該当するページを参照してください。 

 なお、本プロセスは基本的な流れを示したモデル事例であり、事業内容に

よっては異なる場合もありますので注意してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事
業
の
発
案 

上位計画等に基づく事業の発案 

事
業
手
法
の
検
討 

ＰＦＩ導入可能性調査 

適切な事業手法の検討 

基本構想策定 

基本計画策定 

市としてＰＦＩ導入方針を決定 

民間提案事業の採択 

基本構想や基本計画策定など企画
段階において、従来方式をはじ
め、ＰＦＩなどの官民連携手法を
含めたさまざまな事業手法につい
て比較・検討を行い、最適な事業
手法の方向性を見出します。 

◎事業担当部局のおもな業務 
ＰＦＩ導入方針を事業担当部局とし
て決定 
（照会への回答などにより） 
各事業におけるＰＦＩ導入可能性の
可否を官民連携担当に報告 

ＰＦＩ事業内容（導入目的）の整
理、ＰＦＩ事業範囲、事業形態、
官民リスク分担、民間事業者の参
入意向に関する市場調査、ＶＦＭ
の試算・評価などについて検討し
ます。 

◎事業担当部局のおもな業務 
市としての意思決定の手続き 
（副市長会議など） 
検討会議専門委員候補の選定 

導入可能性有り 導入可能性無し 

他の事業手法

を検討 

図表３-２  ＰＦＩ実施のプロセス 

Ａ 

Ｂ 

P23 

P27 

P29 

他の事業手法に

より事業を実施 

民間事業者からの提案 P17 

 他の事業手法による 
事業実施が有効と 
判断 

PFI の適性があり、 
かつ PFI による事業 
実施が最も有効と判断 
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実施方針等の作成 

特定事業の選定・公表 

事
業
内
容
の
決
定 

入札公告 
事
業
者
の
選
定 

◎事業担当部局のおもな業務 
官民連携担当への検討会議開催依頼 
ＰＦＩアドバイザーの委託 
実施方針・要求水準書（案）の検討 

落札者の決定・公表 

ＰＦＩ事業検討会議 
（実施方針等について意見聴取） 

◎事業担当部局のおもな業務 
実施方針・要求水準書（案）に対す
る意見・質問の受付とその回答の公
表 
 
 

◎事業担当部局のおもな業務 
「入札説明書」「要求水準書」「落札
者決定基準」「契約書」など募集資
料の検討 

実施方針等の策定・公表 

ＰＦＩ事業検討会議 
（特定事業の選定について意見聴取） 

ＶＦＭの評価 

入札説明書等の作成 

ＰＦＩ事業検討会議 
（入札説明書等について意見聴取） 

●債務負担行為の設定 
総合評価一般競争入札方式を採用
する場合は、入札公告までに債務
負担行為の議案を議会に上程し、
議決を得る必要があります。（地
方自治法第 214 条） 

議決 

◎事業担当部局のおもな業務 
入札説明書等に対する質問の受付と
その回答の公表 
 
 

事前資格審査 

提案の受付 

必要に応じて、応募民間事業者と
の対話を行います。 

ＰＦＩ事業検討会議 
（提案内容について説明・意見聴取、 

審査内容について意見聴取） 

◎事業担当部局のおもな業務 
落札者決定基準に基づき提案審査 
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Ｄ 
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P34 
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第４ ＰＦＩ事業実施における手続き 

 

１ 事業手法の検討 

  

 各事業担当部局は、公共サービスとしての必要性や 

優先度、財政負担額などを勘案し、事業実施の検討を 

行いますが、その際に、施設整備を伴う事業については、 

公共施設等の種別に応じた基本構想や基本計画策定など 

企画段階において、ＰＦＩを含むＰＰＰ（官民連携）手法 

についての検討を行い、事業の特性などを考慮して、最適 

な事業手法を選択する必要があります。 

その際、ＰＦＩの適性を検討する上でのおもな考え方 

は次のとおりです。 

 

①適当な事業規模があり、民間事業者の創意工夫の活用可能性が高いもの 

 

 ＰＦＩの導入には、アドバイザーの委託やＳＰＣの設立をはじめ、公共側

も民間側もさまざまな経費が必要となることをふまえ、一定のＶＦＭを確保

するためには、適当な規模の事業であることが必要です。民間事業者の参入

や金融機関の投資のインセンティブの面からも、適当な規模の事業であるこ

とが求められます。 

 また、民間に同種・類似のサービスが存在しているなど、事業の内容にお

いて、民間のノウハウや創意工夫が活用できる可能性が高く、さまざまな業

種・規模の民間事業者の参入が期待できることが必要です。 

 

②施設の整備から運営まで一括して取り扱うことなどによるサービス向上

（コスト縮減）効果が高いもの 

 

 ＰＦＩ手法によるサービス向上（コスト縮減）の効果が発現するには、次

の要件を満たすことが求められます。 

 

 ア 設計・建設・維持管理・運営の全部（一部）の一括発注が可能か 

 イ 民間の創意工夫が活用されコスト縮減につながる性能発注が可能か 

 ウ 複数の民間事業者の参入が見込まれるなど、民間の競争原理が働くか 

 エ 事業主体が民間事業者になった際に交付対象外になる補助金があるか 

   または民間事業者になった場合の過度の課税負担が生じないか 

事業手法の検討 

基本構想・基本計画 

ＰＦＩ導入可能性調査 

事業内容の決定 

実施方針等の策定・公表 

特定事業の選定・公表 

入札公告 

事前資格審査 

提案の受付・審査 

落札者の決定 

契約の締結 

事業者の選定 

事業の実施（モニタリング） 

事業の終了 

事業の実施 
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③ＰＦＩ導入に向けて余裕をもったスケジュールの確保が可能なもの 

 

 ＰＦＩでは、導入可能性調査や民間事業者の募集・選定、契約の締結等に

時間がかかり、なおかつ民間事業者からの創意工夫の十分な活用を図るため、

質問回答・意見反映の手続きや民間事業者の提案作成などに余裕を持ったス

ケジュールが求められます。事業自体にＰＦＩの適性があっても、緊急性が

あるなどスケジュールの検討が困難な場合は、他の手法を検討します。 

 

 これらを含め、さまざまな事業手法における定性的・定量的効果を比較・

検討し、最適な事業手法の方向性を見出します（図表４－１）。 
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【参考】『多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するための指針』 

    （平成 27 年 12 月 民間資金等活用事業推進会議決定）について 

国においては、事業手法の検討について、公共施設等の整備等の基本構想、

基本計画等の策定などを行うにあたっては、多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導

入が適切かどうかを、自ら行う従来型手法に優先して検討することが行われ

るべきとの位置付けで指針を定めています。 

 

指針では、一定規模の事業（※１）であって、民間事業者の資金、経営能

力及び技術的能力を活用する効果が認められる公共施設整備事業を優先的検

討の対象にするとし、次のように示されています。 

ⅰ．民間事業者が実施することが制限されている事業などを「対象事業の例

外」とする。 

ⅱ．対象事業について、当該事業の期間、特性、規模等をふまえ、品質確保

に留意しつつ、「適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の選択」を行う。 

ⅲ．その選択した手法について、従来型手法による場合との費用総額の比較

などによる「簡易な検討（※２）」を行う。 

ⅳ．専門的な外部コンサルタントを活用することなどにより要求水準やリス

ク分担等の整理を行った上での費用総額の比較などによる「詳細な検討」

を行うことにより、手法の導入の適否を評価する。 

ⅴ．簡易な検討及び詳細な検討の結果、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入に適さな

いと評価した場合には、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入しないこととした旨、

及び評価の内容を、入札手続きの終了後等の「適切な時期に公表」する

ものとする。 

 

本市においても、国の指針に準じ、公共施設等の整備等にあたっては多様

なＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を検討するよう努めることとします（図表４－

１）。なお、指針に対しての具体的な運用については、国において平成 28 年

12 月策定予定の『運用の手引』を受けて、改めて通知することとします。 

 

（※１）指針においては対象事業の基準として（１）事業費の総額が 10 億円以上の公共施

設整備事業（建設、製造または改修を含むものに限る。）（２）単年度の事業費が１

億円以上の公共施設整備事業（運営等のみを行うものに限る。）と示されています。 

（※２）簡易な検討にあたっては、専門的な外部コンサルタントを活用した詳細な費用等の

比較を行うことまでは必要としないとされています。方法など、詳しくは国の『Ｖ

ＦＭに関するガイドライン』や『ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程策定の手

引』（平成 28 年３月内閣府）別紙２～５（簡易な検討）を参考にしてください。 
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図表４-１  ＰＦＩ事業検討にいたる判断のプロセス（イメージ） 

事業の発案 

事業が必要か？ 

優先順位の評価 

公共負担額の算定 

事業実施の決断 

事業中止 

延 期 

事業の見直し 

他の選択肢の検討 
手法の検討 

ＰＰＰ（官民連携）手法 

 

従来型の公共事業手法 

ＰＦＩ導入可能性調査 

 

有効なＰＰＰ手法 
について詳細検討 

不必要 

低い 

必要 

財政負担能力 
を超過 

高い 

財政負担能力 
 の範囲内 

財政負担能力の範囲内 

財政負担能力 
  を超過 

民間活用する可能性 
・法的制約（公の責任）など 

ＰＦＩへの適性 
・適当な事業規模があり、民間の参入が期待
できるか、ノウハウを発揮できるか 

・一括発注、性能発注によるコスト縮減効果 
・余裕を持ったスケジュールの確保 など 

適性のあるＰＰＰ／ＰＦＩ手法について検討（比較） 

 

ＰＦＩによる 
事業実施が最も有効 
 

PPP/PFI 手法が 
不利 
 

 
従来型の 

公共事業手法 
 
※PPP/PFI 手法の導入

に適しないと評価した

場合、事業費の総額が

基準以上の対象事業に

おいては、PPP/PFI 手

法を導入しないことと

した旨及び評価の内容

を入札手続き後など、 

ⅴ．適切な時期に公表 

ⅱ．適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の選択 

導入可能性無し 
 

導入可能性有り 
 

ＰＦＩ手法による事業実施を判断 

ⅲ．簡易な検討・定量評価 

ⅳ．詳細な検討・定量評価 

他のＰＰＰによる 
事業実施が有効 

【参考】ⅰ～ⅴは国の指針に準じたプロセス 

ⅰ．対象事業の例外 
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２ ＰＦＩ導入可能性調査 

 

 事業手法の検討の結果、ＰＦＩの適性があり、なおかつ 

ＰＦＩによる事業実施が最も有効と判断した事業については、 

その可能性を精査し、ＰＦＩ導入方針の決定及び実施方針 

の策定に向けた準備として「ＰＦＩ導入可能性調査」を行 

い、その調査を通じて改めて、ＰＦＩ事業とした場合の定 

量的・定性的評価を整理します。 

 ＰＦＩ導入可能性調査における、標準的な調査項目は、 

次のとおりです。 

 

①ＰＦＩ導入の目的の確認 

 施設の整備目的や事業内容を考慮しながら、ＰＦＩの導入 

目的を明確にします。 

 特に重視する目的を明確化することにより、調査において一貫性のある検

討が可能となります。また、事業実施段階において、整合性のとれた入札条

件の提示を行うことができます。 

 さらに、なぜＰＦＩを導入するかについては、市民（利用者）への説明が

求められるため、ＰＦＩの導入目的を明確に整理しておく必要があります。 

 

②事業内容の整理 

 事業の目的や必要性、施設の基本理念、収益事業の併設（合築・多機能）

等の施設構成、導入すべき機能など、ＰＦＩ導入の可能性を把握するために

必要な条件を整理し、事業計画として設定します。 

 

③ＰＦＩ事業範囲の整理 

 民間事業者に委ねる範囲をどこまでにするかについて、以下の考え方をふ

まえ検討します。 

  

 ア 法制度     民間事業者に委ねることが法制度上、問題ないか 

 イ リスク管理   民間事業者が担った場合、過大なリスク分担となら

ないか、また、民間事業者がコントロールは可能か 

 ウ 一括発注の可否 他の業務と併せて民間事業者へ一括発注が可能か 

 エ 事業の継続性  既存の業務との整合性等から民間事業者に任せるこ

とが可能か 

  

事業手法の検討 

基本構想・基本計画 

ＰＦＩ導入可能性調査 

事業内容の決定 

実施方針等の策定・公表 

特定事業の選定・公表 

入札公告 

事前資格審査 

提案の受付・審査 

落札者の決定 

契約の締結 

事業者の選定 

事業の実施（モニタリング） 

事業の終了 

事業の実施 
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 オ 採算性     民間事業者が参入できる採算の確保が可能か、契約

期間において安定してサービス需要はあるか 

 カ 公共性の担保  民間事業者に委ねた場合、公共性が担保できるか、

また、必要な公共の関与が可能か 

 キ ノウハウの有無 民間事業者に当該業務のノウハウがあり、委ねるこ

とが可能か 

 ク 競争性の担保  民間事業者に委ねる場合、当該業務を行う一定数の

事業者が存在し、競争性が保てるか 

 

 

 ④事業スキームの検討 

  どのような事業方式（ＢＴＯ、ＢＯＴなど）、事業形態（サービス購入

型や独立採算型など）にするのか、事業期間をどのように設定するのかに

ついて検討します。 

 

 ⑤官民リスク分担の検討 

  事業期間全体を通して発生が想定されるリスクを抽出し、「リスクを最

もよく管理することができるもの（※）が当該リスクを負担する」という

考え方を前提に、大阪市と民間事業者でどのように分担するのかを検討し

ます。 

 （※）リスクを最もよく管理することができるもの 

    ・リスクが顕在化する場合に、その責めに帰すべき理由がある。 

    ・リスクの顕在化をより小さな費用で防ぐことができる対応能力を有している。 

    ・リスクが顕在化するおそれが高い場合に、追加的支出を極力小さくすることの 

できる能力を有している。 

 

 ⑥民間事業者への市場調査 

  事業スキームの妥当性や民間事業者の参入意欲について、ヒアリングや

アンケート調査を実施して把握します。 

  民間事業者に対するヒアリング等については、公平性の確保という観点

から、情報の取り扱いには十分な注意が必要です。当該事業者が入札等に

あたって有利または不利とならないよう、回答を得るのに必要な最小限の

情報のみを民間事業者に提示するようにします。 

 

 ⑦ＶＦＭの検討・評価 

  ＶＦＭを試算し、ＰＦＩ－ＬＣＣ（ＰＦＩとして実施する場合の事業期



 

 

  - 29 - 

間全体を通じた大阪市の財政負担の見込額の現在価値）がＰＳＣ（大阪市

自らが実施する場合の事業期間全体を通じた大阪市の財政負担の見込額の

現在価値）を下回っていることを確認します。 

 

 

３ 市としてのＰＦＩ導入方針の意思決定 

 

  ＰＦＩ導入可能性調査の結果、当該事業におけるＰＦＩ事業スキームの

妥当性や民間事業化の実現性、財政負担の試算などが整理された段階で、

本市として当該事業をＰＦＩ手法で進める意思決定を行います。 

施設や事業の規模、重要度を総合的に勘案し、事業の実施に政策的な判

断（戦略会議への付議）が必要であれば、その意思決定の際にＰＦＩ導入

方針も合わせて決定します。 

  なお、事業実施は既に決定しているもので、手法について改めて意思決

定が必要な場合には、行政的な決定ではあるものの、一定以上の規模、長

期間にわたる民間事業者との契約となるＰＦＩ手法の特殊性に鑑み、副市

長会議に付議するなど、意思決定過程について市民への説明責任が果たせ

るよう適切な方法で行う必要があります。 

 

 

４ ＰＦＩ事業検討会議の開催依頼・専門委員の選定 

 

  ＰＦＩ事業の実施にあたっては、各段階において専門性や客観性を確保

する必要があるため、本市においては外部有識者で構成する「大阪市ＰＦ

Ｉ事業検討会議」（以下、「検討会議」とする。）において意見を聴取する

こととしています（15、18 ページ参照）。 

  当該事業をＰＦＩ手法で進めることが決定した場合は、初めの段階（実

施方針の策定）から意見を聴取する必要があるため、開催にあたっての調

整をできるだけ早い段階で官民連携担当と行います。 

  なお、検討会議においてはＰＦＩ手法、ＰＦＩ事業に係る金融、ならび

に法務の実務に精通した学識経験者は委嘱されていますが、各事業内容、

建築及び設備の分野に精通した学識経験者である「専門委員」については、

事業担当部局が事業毎に選定することとしていますので、委員候補を選定、

内諾を得ておくなど、会議開催に向けた調整はＰＦＩ導入可能性調査の段

階で並行して行うことが必要です。 

 （委員の委嘱については、官民連携担当が行います。） 
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５ ＰＦＩアドバイザーの選定（アドバイザリー業務の委託） 

  

 事業担当部局は、ＰＦＩ導入可能性調査の結果を受けて、ＰＦＩでの事業

化を進めるにあたっては、事業化を支援するＰＦＩアドバイザーを選定し、

委託して作業を進めます。このため、事前にＰＦＩアドバイザーの委託に必

要な予算の措置を行います。 

 なお、ＰＦＩアドバイザーは、実施方針の策定からＰＦＩ事業契約まで一

貫して支援することとなるため、ＰＦＩアドバイザーの関係企業等が当該事

業に応募または参画する際には、特に秘密保持及び公正さに対する信頼性の

確保に留意が必要です。その場合は、本市とＰＦＩアドバイザーとの契約等

において、ＰＦＩアドバイザーと関係企業等との間で当該事業に関する一切

の情報提供や情報交換等が行われないよう担保するなどの措置が必要です。

また、ＰＦＩアドバイザーが当該事業に応募または参画しようとする民間事

業者のコンサルタント等になることは、利益相反の観点から適切ではありま

せん。 

 

（１）ＰＦＩアドバイザーの体制 

 

 ＰＦＩのアドバイザーには、おもに金融、法務、技術等の専門知識を必要

としますが、通常はそれぞれの専門分野のアドバイザーを統括するトータル

アドバイザーと契約します（図表４-２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４-２  一般的なＰＦＩアドバイザーの体制 

事業担当部局 

トータルアドバイザー 
（コンサルタント等） 

契約 

ファイナンシャル 
（金融）アドバイザー 
（税理士、公認会計士等） 

リーガル（法務） 
アドバイザー 

（弁護士等） 

テクニカル（技術） 
アドバイザー 

（技術コンサルタント等） 
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（２）ＰＦＩアドバイザーのおもな役割 

 

 ＰＦＩアドバイザーのおもな役割は、次のとおりです。 

 

  ・実施方針（案）の作成 

・要求水準書（案）の作成 

   ・特定事業の選定（案）の作成、ＶＦＭ評価 

   ・入札説明書（募集要項）（案）の作成 

   ・各種質疑に対する回答（案）の作成、回答の支援 

   ・民間事業者選定の補助 

   ・契約書（案）の作成、契約交渉の支援 

 

 

６ 実施方針の策定 

 

 実施方針は、ＰＦＩ事業を実施しようとするとき、その 

基本的な考え方や内容について明らかにすることを目的と 

したものです。 

 民間事業者にとっては、当該ＰＦＩ事業に参加するか 

どうかを判断する最初の材料となることから、より多くの 

民間事業者の参加を促すためにも、できるだけ早い段階で 

公表を行うとともに、事業参加の検討ができるような具体 

性を備えていることが重要となります。 

 

 実施方針において定めるべき内容は、ＰＦＩ法第５条第 

２項で示されていますが、具体的には、以下のような項目 

となります（図表４-３）。 

   

実施方針の策定にあたっては、民間事業者のＰＦＩ事業への参加のための

検討がしやすいように、事業内容や事業者選定方法についてなるべく具体的

に記載することが必要ですが、事業の進捗に合わせて詳細化した上で補完し

ていくことも可能です。 

 

 

  

事業手法の検討 

基本構想・基本計画 

ＰＦＩ導入可能性調査 

事業内容の決定 

実施方針等の策定・公表 

特定事業の選定・公表 

入札公告 

事前資格審査 

提案の受付・審査 

落札者の決定 

契約の締結 

事業者の選定 

事業の実施（モニタリング） 

事業の終了 

事業の実施 
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項目 記載内容（例） 

①特定事業の選定に関

する事項 

（１）事業内容に関する事項 

・事業名称 

・公共施設等の種類 

・公共施設等の管理者等の名称 

・事業の目的 

・提供される公共サービスの内容（事業の範囲） 

・想定される事業形態（公共施設等の管理者等の費用負担形

態、利用者の料金負担のあり方及び民間事業者の併設事業

の範囲、事業期間、事業終了時における施設の移管に関す

る方法や条件等） 

（２）特定事業の選定に関する事項 

・選定方法、選定の手順及びスケジュール 

・選定基準（事業のＶＦＭなど） 

②民間事業者の募集 

及び選定に関する 

事項 

・事業者の選定方法、選定の手順及びスケジュール 

・応募者が備えるべき参加資格要件 

・選定基準及び評価の方法 

・選定結果及び評価の公表方法 

③民間事業者の責任の

明確化等事業の適正

かつ確実な実施の確

保に関する事項 

・予想される責任及びリスクの分類と官民間での分担 

・提供されるべきサービス水準（性能仕様） 

・公共施設等の管理者等による支払に関する事項 

・民間事業者の事業実施に関する責任の履行に関する事項 

・事業の実施状況のモニタリング内容（主体、頻度、内容・

基準、結果の公表方法など） 

④公共施設等の立地並

びに規模及び配置に

関する事項 

・所在地、面積、地目、現況 

・施設の立地条件（都市計画法等関係法令の規制など） 

・施設整備の要件（規模、配置など） 

⑤事業契約の解釈につ

いて疑義が生じた場

合における措置に関

する事項 

・協議、調停、仲裁、裁判 

・裁判管轄の指定 

⑥事業の継続が困難と

なった場合における

措置に関する事項 

・事業者に債務不履行の懸念が生じた場合の措置 

・その他の事由により事業継続が困難になった場合の措置 

・破綻事由に応じて契約または協定において約定すべき事項 

図表４-３  実施方針の内容（例） 
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⑦法制上及び税制上の

措置並びに財政上及

び金融上の支援に関

する事項 

・想定される法制上、税制上の措置、補助金、融資など財政

上及び金融上の支援を得るための協力、その方針など 

 その他特定事業の実

施に関し必要な事項 

・契約にあたって議会の議決を経る必要の有無 

・情報公開の対象及び公開方法 

・環境保全への配慮及び環境アセスメントの実施に関する事  

項 

・入札に伴う費用負担 

・意見の受付、対話についての考え方 

・実施方針に対する問合せ先 

 添付資料 ・基本構想、基本計画など 

・業務分担表、リスク分担表など 

・意見書様式など 

 

 

７ 要求水準書（案）の作成 

 

 要求水準書は、ＰＦＩ事業において本市が民間事業者に求める、最低限満

たさなければならないサービス水準を示したものです。 

 ＰＦＩでは、民間事業者の創意工夫を最大限引き出すため、従来の公共事

業手法における「仕様発注」ではなく、「性能発注」が行われることになり

ます（図表４-４）。そこで、要求水準書においても、建築物等の具体的仕様

は必要最小限にとどめるなど、サービスの調達方法・提供手段は民間事業者

の創意工夫を最大限に引き出すように配慮することが重要です。一方で、要

求する性能の具体的要件については、できる限り明確に提示することが求め

られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４-４  「仕様発注」と「性能発注」 

 発注者が施設の構造、資材、施工方法
について、詳細な仕様を決め、設計書等
によって発注する方式 

「仕様発注」 
 

【例：会議室】 
図面（縦○ｍ×横○ｍ、内装材○○
等）、仕様書などに規定 

 発注者が求めるサービス水準を明らか
にし、民間事業者の満たすべき水準の詳
細を規定し発注する方式 

「性能発注」 
 

【例：会議室】 
最大 30名の会議に対応可能な規模 



 

 

  - 34 - 

また、要求水準書については、事業実施段階においてはモニタリングの基

準となるものです。したがって、モニタリングの対象や方法等を規定するモ

ニタリング計画との連動を念頭におき、要求水準書を作成します。 

 

 

８ 大阪市ＰＦＩ事業検討会議での意見聴取 

 

 作成した実施方針、要求水準書（案）等について、学識経験者より意見を

聴取するため、大阪市ＰＦＩ事業検討会議を開催します。 

  

 

９ 実施方針等の公表 

 

 実施方針を定めたときは、速やかに公表するように義務づけられており

（ＰＦＩ法第５条第３項）、事業担当部局において、その内容をホームペー

ジにおいて公表します。 

 事業内容についての周知及び民間事業者の参加促進を図るため、必要に応

じて、報道発表や説明会の実施といった工夫も考えられます。 

 また、ＰＦＩ事業においては、民間事業者の創意工夫を発揮してもらうた

めに、民間事業者の意見を反映して事業を進めることが重要です。そのため、

実施方針公表後、質問及び意見を民間事業者から受け付けます。 

 質問の受付については、民間事業者が十分な検討を行えるよう、公表後一

定期間をとってから行い、回答は質問と合わせて公表します。 

 

 要求水準書（案）については、早期に公表することにより、民間事業者側

において十分な検討が可能となり、より事業に即した具体的な質問・意見を

得る機会が広がります。また、実施方針のみを先に公表した場合、要求水準

についての質問が多くなることが想定されるため、実施方針と要求水準書

（案）は同時に公表し、合わせて質問・意見を受け付けることが望ましいと

考えられます。なお、質問・意見の中で事業への反映が適当と判断した場合

は、必要な修正（補完）を行い、これを改めて公表します。 
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【参考】指定管理者制度とＰＦＩについて 

指定管理者制度とは、平成 15 年の地方自治法改正により導入された「公

の施設」の管理に関する制度で、議会の議決を経て指定された指定管理者は、

施設の使用許可、自らの収入としての料金収受を含む施設の管理運営を行う

ことができることとなっています。 

地方自治法上の「公の施設」の整備をＰＦＩで実施する場合には、指定管

理者の指定の手続きなどについて事業の円滑な実施が促進されるよう適切な

配慮をするものとされており（ＰＦＩ法第 13 条）、その管理運営に指定管理

者制度を導入する場合は、指定管理者制度の適用検討を実施方針策定前まで

に行い、実施方針においてその旨を公表する必要があります。 

その際に注意しなければならないのは、ＰＦＩ法上の契約と指定管理者制

度とは、基本的には別個の制度であり、一方の手続きが「自動的」に他方の

手続きを兼ねるということはできない点です。したがって、ＰＦＩ事業者を

指定管理者として指定する場合においては、ＰＦＩ事業契約の締結に加え、

公の施設ごとに条例で指定管理者が行う業務範囲を定めた上で、指定管理者

の指定について議会の議決が必要となります。 

なお、公の施設の設置及びその管理に関する事項を定める条例は、その対

象となる公の施設の目的や施設の状況が明らかになれば定めることができる

ものであり、ＰＦＩ契約に係る議決を行う議会と同じ議会において設置管理

に関する条例を定めることも排除されない（同じ議会において指定管理者の

指定の議決を行うことも可能であると考えられる）とされています。 

 ○ＰＦＩと指定管理者それぞれで必要な議決項目 

 

 

 

 

 ○考え得る議決のスケジュール 

 

 

 

 

 

（「ＰＦＩと指定管理者制度について」（平成 16年 12 月総務省）より） 

※なお、本市における指定管理者制度の導入及び運用については、「指定

管理者制度の導入及び運用に係るガイドライン（改訂版）」（平成 25 年 3

月契約管財局）を参照してください。 

・債務負担行為の設定…① 

・ＰＦＩ事業契約の締結…② 

指定管理者制度 

・公の施設の設置管理条例の制定…③ 

・指定管理者設置条例の制定…④ 

・指 定 管 理 者 の 指 定…⑤ 

※③・④は同一の条例によることも可能 

ＰＦＩ 

① 

議決 
公募 

事業者 

選定 
仮契約 

③・④ 議決 

 ※⑤の議決までの議決が必要 

②・⑤ 
議決 

※同じ 

議会で 

の議決 

が可能 

供 

用 

開 

始 



 

 

  - 36 - 

10 特定事業の選定 

 

 特定事業の選定とは、実施方針を定めた事業について、 

ＰＦＩ事業として実施することを本市が最終決定する、 

ＰＦＩ法上の手続きです（ＰＦＩ法第７条）。 

 

 （１）ＶＦＭの評価 

 

 特定事業の選定では、ＰＦＩ事業として実施することに 

より公共施設等の整備等が効率的かつ効果的に実施できる 

かどうかを、従来方式で実施した場合と比較して確認します。 

具体的には、公共サービスと同一の水準である場合において、 

事業期間を通じた公的財政負担が軽減できること、または 

公的財政負担が同一の水準である場合には公共サービス水準 

の向上が期待できることが、選定の基準となります。 

 

 これらを確認するため、ＰＦＩ導入可能性調査の時点で行ったＶＦＭの試

算（28 ページ参照）について、コストの精査による定量的評価、リスクの調

整、ＰＦＩ事業実施による客観的な定性的評価を行いながら、総合的に判断

することとなります。 

ＶＦＭの有無の評価は、ＰＦＩ事業として実施するかどうかを決定する基

本であるため、透明性、客観性を確保し、説明責任を果たすことが求められ

ます。 

 

ＶＦＭの算定については、類似施設に関する調査や民間事業者の採算性分

析など、専門的な知識が求められる部分が大きいため、実際にはＰＦＩアド

バイザーの活用により行うことになります。ＶＦＭ評価の標準的な流れは次

のとおりです。 

 

  

 

  

事業手法の検討 

基本構想・基本計画 

ＰＦＩ導入可能性調査 

事業内容の決定 

実施方針等の策定・公表 

特定事業の選定・公表 

入札公告 

事前資格審査 

提案の受付・審査 

落札者の決定 

契約の締結 

事業者の選定 

事業の実施（モニタリング） 

事業の終了 

事業の実施 
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●ＶＦＭ評価のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

①定量的なコストの比較 

  

 公共が従来手法により公共事業を実施した場合の公共負担額の現在価値

（ＰＳＣ）とＰＦＩを実施した場合の公共負担額の現在価値（ＰＦＩ－ＬＣ

Ｃ）を算出、比較します。 

ＰＳＣについては市が自ら実施する場合に採用する事業形態に基づいた設

計費、建設費、維持管理費、運営費、支払利息、その他必要な経費などの支

出、及び事業収入や補助金等の収入を算出します。 

ＰＦＩ－ＬＣＣについては、アドバイザーの選定・委託費用、民間事業者

の事業採算性も考慮したサービスの対価、モニタリング費用等を算出します。 

なお、国のガイドラインにおいてＰＳＣとＰＦＩ－ＬＣＣは将来の負担額

を現在価値に換算し比較することが示されているので、長期国債利回りやイ

ンフレ率の過去の平均などから割引率を定め、現在価値に換算します。 

 

②リスク調整 

  

 民間事業者において事業に伴うリスクが事業者負担となっている場合、一

般的に、当該リスクを負担する代償として、それに見合う対価が事業のコス

トに含まれていると考えられます。 

 実施方針の策定で検討したリスク分担により公共から民間へ移転するリス

クが発生した場合、ＰＦＩ－ＬＣＣ（事業コスト）にはそのリスクの対価が

含まれているので、ＰＳＣにおいても、これに対応したリスクを公共部門が

負うリスクとして算出し、調整費として加えることで、ＰＳＣとＰＦＩ－Ｌ

ＣＣを同条件のもとで比較することが可能になります。これが「リスク調整」

の考え方です。 

 ＰＳＣに調整費として加えるリスクについては、ＶＦＭに対し影響度の大

きいものを調整すべきリスクとして特定し、それらのリスク発生時の財政負

①
定
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較 

②
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④
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担額と発生確率の積で計算する、もしくは保険料の見積り等の方法を用いて

定量化します。 

 

③ＰＦＩ事業の実施による定性的評価 

 

 民間事業者の創意工夫やノウハウによる効果など、サービス水準に関する

定量化が困難なものについては、客観性を確保した上で定性的評価を行いま

す。 

 

④ＶＦＭの総合的な評価 

 

 定量的なコストの比較にリスク調整を加えた「定量的評価」と「定性的評

価」を合わせて、総合的にＶＦＭの有無を評価します。 

 

 

11 大阪市ＰＦＩ事業検討会議での意見聴取 

 

 ＶＦＭの総合的な評価をふまえて、当該事業を特定事業として選定するこ

とについて意見を聴取するため、大阪市ＰＦＩ事業検討会議を開催します。 

 

 

12 特定事業の選定結果の公表 

 

 特定事業の選定を行ったときは、その判断の結果を公表するよう義務づけ

られており（ＰＦＩ法第 11 条）、ＶＦＭ評価と合わせて、その内容をホーム

ページにおいて公表します。 

 ただし、ＶＦＭ評価については、その後の入札等における競争性の確保の

観点から、実額で公表すべきかどうかについては留意が必要です。正当な競

争が阻害されることが想定されるものでも、割合で公表する等、可能な限り

評価の透明性を確保します。 

 

 

13 債務負担行為の設定 

 

 ＰＦＩ事業については、締結される契約に従い複数年度にわたる支払いが

必要となるため、議会の議決を経て債務負担行為の設定が必要となります。 
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 なお、本市からの支払いが全くない独立採算型の事業形態の場合は債務負

担行為の設定は必要ありません。 

 

（１）債務負担行為の設定時期 

 

 債務負担行為の設定時期は、総合評価一般競争入札の場合は、入札公告前

に設定が必要（※）です。また、公募型プロポーザル方式の場合は、契約締

結までに設定します。なお、債務負担行為設定年度に契約に至らなかった場

合には、翌年度に債務負担行為を設定しなおす必要があることから、手続き

全体のスケジュールについてはその点もふまえて検討します。 

 

（※）普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その他の行為（支出負担行為）は、法

令又は予算に定めるところに伴い、これをしなければならないとされています（地方

自治法第 232 条の３）。 

    支出負担行為には、入札公告の行為も含まれると解釈されており、よって、入札公

告前に債務負担行為の設定という予算の定めが必要となります。（地方自治法第 214

条）。 

 

（２）債務負担行為の設定額 

 

 債務負担行為の設定額は、特定事業選定にあたってＶＦＭ評価にて算出さ

れたＰＦＩ事業期間全体にかかる事業費総額となりますが、現在価値割引前

の金額となることに注意します。 

 

 

 


